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１ はじめに 

本市では、「第１次行財政健全化計画」を策定して以降、計画の改訂等を行いなが

ら適正な財政運営を目指して取り組んできましたが、近年の地方自治体を取り巻く情

勢は「住民ニーズの多様化・高度化」を始め、「人口減少・超高齢社会」に対する取り

組みや「頻発化・激甚化する各種災害」への対応など、様々な問題に直面しており、

求められる行政需要は増加しております。 

そのような中、国では長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態の

公正な待遇の確保等を図る「働き方改革」の取り組みも実施されており、ワークライ

フバランスに配慮した定員適正化も重要となります。 

また、人事行政においても、令和５年４月より地方公務員の定年が段階的に引き上

げられ、その間、定年退職者が２年に一度しか生じないことから、行政サービスを安

定して提供できる体制を確保していくため、新規採用者をはじめとする定員管理のあ

り方について、中長期的な観点から検討していく必要があります。 

さらには、物価高騰による社会情勢の影響から人件費も上昇傾向にあり、少子高齢

化による社会保障関係経費の増加や各施設の老朽化対策等、財政の硬直化も進行して

おり、依然として厳しい財政状況にあります。 

今回「第５次高萩市行財政健全化計画（令和８年度から令和１２年度）」が策定さ

れ、これまで同様必要な事業を継続していくために早急に財政状況の改善に向けた取

り組みを実施する必要があるとされ、人件費についても、削減目標が示されました。 

これらの状況を踏まえ、「高萩市定員適正化計画（令和８年度～令和１２年度）」を

策定し、引き続き適正な定員管理を目指していきます。 

 

 

２ 定員適正化計画（令和４年度～令和７年度）中の常勤職員数の推移 

前計画（令和４年度～令和７年度）における職員数の目標値と実績値は、次の表１

のとおりとなります。目標値と実績値に差が生じた原因は、各年度において想定外に

よる採用辞退及び退職者が生じたことが挙げられます。 

  

表１ 前計画の職員数の目標値及び実績値       各年度 4/1 現在（単位：人） 

年  度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

職員数 

目 標 313 313 312 312 

実 績 307 308 308 306 
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３ 会計年度任用職員の人数の推移 

  これまでの計画に基づき、常勤職員の削減に努めてきた一方で、常勤職員の業務の

補助として任用する会計年度任用職員は増加傾向にありましたが、令和５年度には業

務の民間委託等によって、その数も大きく減少しております。 

  令和６年度からは期末手当の支給に加え、勤勉手当も支給対象になるなど、制度開

始時よりも会計年度任用職員に係る人件費も大きくなっていることから、任用の必要

性及び効果を十分に精査しながら、安定した行政サービスの提供が図れるよう、適正

な任用を検討していきます。 

   

表２ 会計年度任用職員の推移            各年度 4/1 時点（単位：人） 

 ※各年度フルタイム会計年度任用職員１名を含む。 

 

４ 職員数の現状分析 

  本市の常勤職員数の現状分析は、職員定員の適正化を進める際の定員算出の指標と

されている「類似団体別職員数の状況」を用いて算出します。 

 

（１）類似団体との比較 

   総務省が公表する「類似団体別職員数の状況」による比較については、全国の市

町村を対象にして、その人口と産業構造の２つの要素を基準として、グループごと

に分け、人口１万人当たりの職員数の平均値を「類似団体」として比較するもので

す。 

   本市の類似団体区分は“Ⅰ－２”型に該当し、公表されている令和６年４月１日

現在、全国の８３団体のうち普通会計全体の職員数と比較したものが表３、同じ類

似団体区分の自治体における普通会計及び一般行政関係の職員数と本市の職員数

を比較したものが表４になります。表３によると本市の普通会計職員数は類似団体

を７人（２．６%）下回っていますが、表４中の人口が同程度の自治体と比較する

と、人口１万人当たり職員数は多い水準となっております。 

 

 

 

 

年 度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

任用数（人） 195 156 151 148 
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表３ 類似団体との比較             （単位：人、％） 

  ※ 職員数の類似団体中、民生及び教育部門については、公立の保育施設や幼稚園

が含まれているため、各自治体によりばらつきがあります。 

 

表４ 類似団体別職員数の比較 

【普通会計での比較】                   （単位：㎢、人） 

※ 高萩市、北茨城市、勝山市、大竹市は消防も含む職員数になります。 

高萩市 類似団体

議    会 4 3 1 25.0

総    務 60 58 2 3.3

税    務 17 13 4 23.5

民    生 41 58 ▲ 17 ▲ 41.5

衛    生 20 21 ▲ 1 ▲ 5.0

農林水産 14 10 4 28.6

商    工 8 8 0 0.0

土    木 21 17 4 19.0

一般行政計 185 188 ▲ 3 ▲ 1.6

教    育 27 39 ▲ 12 ▲ 44.4

消    防 62 54 8 12.9

普通会計計 274 281 ▲ 7 ▲ 2.6

部    門
職員数

超過数 超過率

高萩市 193.55 26,315 274 104.12

結城市 65.76 49,936 343 68.69

下妻市 80.88 42,272 293 69.31

北茨城市 186.79 40,757 303 74.34

潮来市 71.40 26,555 200 75.32

勝山市 253.88 21,483 215 100.08

大竹市 78.66 25,741 272 105.67

団体名
住基人口
（R6.1.1）

　職員数※
（R6.4.1）

人口1万人当たり職員数
（普通会計）

面積
（R6.10.1）
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【一般行政部門での比較】                 （単位：㎢、人） 

 

（２）常勤職員に係る人件費の推移 

  本市における常勤職員に係る人件費の推移については、次の表５のとおりとなり

ます。人件費の主な増減理由は、高齢層職員の退職や再任用職員数及び新規採用者

数による影響などが考えられます。 

なお、近年は物価高騰による社会情勢の影響から、人件費が増加傾向にあります。 

 

表５ 常勤職員（短時間再任用職員含む）に係る人件費の推移    （単位：千円） 

 

  ※本表における人件費は、給料、各種手当、共済費負担金等の決算額になります。 

  ※決算統計資料より（一般会計のみ） 

 

高萩市 193.55 26,315 185 70.30

結城市 65.76 49,936 304 60.88

下妻市 80.88 42,272 252 59.61

北茨城市 186.79 40,757 197 48.34

潮来市 71.40 26,555 175 65.90

勝山市 253.88 21,483 145 67.50

大竹市 78.66 25,741 202 78.47

団体名
住基人口
（R6.1.1）

職員数
（R6.4.1）

人口1万人当たり職員数
（一般行政）

面積
（R6.10.1）
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（３）時間外等勤務の状況 

   平成２０年度以降の職員（管理職員及び消防職を除く）の時間外勤務及び休日勤

務の時間数は、次の表６のとおりとなります。令和２年度は新型コロナウイルス感

染症拡大に伴う各種イベント等の中止により、時間外等勤務時間数は大きく減少し

ました。令和３年度から令和５年度は国政選挙や災害対応等の要因から増加がみら

れました。 

 

表６ 時間外等勤務の総時間数の推移            （単位：時間） 

 

（４）定年引上げに伴う影響 

   地方公務員の定年引上げに伴い、次の表７のとおり令和５年度から令和１１年度

の間、定年を１歳ずつ段階的に引き上げ、令和１３年度から定年が６５歳になりま

す。これにより退職者が発生しない年度も生じるようになるため、令和８年度には

７人の定年延長者がいることが見込まれ、職員採用や年齢構成バランスについて検

討していく必要があります。 

    

  表７ 段階的な引上げ期間中の定年について 

期 間 定 年 

令和５年４月～令和７年３月 ６１歳 

令和７年４月～令和９年３月 ６２歳 

令和９年４月～令和 11 年３月 ６３歳 

令和 11 年４月～令和 13 年３月  ６４歳 

令和 13年４月～ ６５歳 
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表８ 定年延長者数（見込み）                  （単位：人） 

年 度 
定年延長者 

（新規） 

定年延長者 

（在職） 
計 

各年度末 

退職者数 

Ｒ８年度 ６ ４ １０ ４ 

Ｒ９年度 ７ ６ １３ ０ 

Ｒ10年度 ５ １３ １８ ６ 

Ｒ11年度 １１ １２ ２３ ０ 

Ｒ12年度 ８ ２３ ３１ ７ 

  ※計画策定時に対象となる職員で見込む。なお、定年延長者（新規）については、60

歳到達者のうち２割は定年前再任用短時間勤務の意向を見込む人数。 

 

５ 本計画の基本方針  

前回の計画においては、限られた人員の中で安定した行政サービスの提供ができる

よう、財政状況や人事行政の変化を想定した中長期的視点から職員の確保を目指して

おりました。 

今回第５次行財政健全化計画が策定され、引き続き行財政健全化の取り組みを継続

することとしております。本計画においても、依然として厳しい財政状況の中、限ら

れた人員で安定した行政サービスを提供するとともに、多様化・高度化する行政需要

に的確に対応していくため、適正な定員管理に取り組むものとします。 

また、将来にわたって安定した行財政運営ができる組織に向け、中長期的な視点か

らの職員の確保に加え、職員の資質向上や業務の効率化を推進していきます。 

 

６ 本計画で取り組むべき事項 

（１）人材育成の推進 

高萩市人材育成基本方針に基づき、職員研修制度の充実をはじめ、個々の能力を醸

成する機会を提供していくことで職員のスキルアップを図り、多様化・高度化する行

政需要に対応できる職員の育成に努めます。 

     

（２）ＤＸの推進による業務の効率化 

高萩市ＤＸ推進計画に基づく行政のデジタル化の推進により、市民の利便性の向上

を図るとともに、デジタル技術を積極的に活用することで業務の効率化を進め、職員

の負担軽減に努めます。 
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（３）計画的な職員の採用 

表９は令和７年４月１日時点の職員の年齢構成と、定年引上げによる影響を考慮し

た令和１２年４月１日時点の年齢構成を比較したグラフになります。令和１２年４月

１日時点では、５０歳代が一番多くなると見込まれ、年齢構成バランスや役職などの

見直しが必要になると思われます。また、定年が引き上がることにより退職者が発生

しない年度が生じ、職員採用の抑制も検討しなければならない状況が想定されます。

これらの状況を踏まえ、計画的な職員採用を行っていきます。 

 

表９ 常勤職員の年齢構成                  （単位：人） 

 

（４）再任用職員及び会計年度任用職員の適正配置 

豊富な経験や知識をもつ再任用職員を活用し、職員の負担軽減を図るとともに、よ

り経験を要する業務に配置することで、次世代の職員への経験値やノウハウの継承を

図ります。会計年度任用職員は常勤職員との役割の違いを考慮した上で、業務内容、

勤務日数や勤務時間等を精査し、適正な人員配置を図ります。また、他自治体の事例

を調査・研究し、民間委託への移行を引き続き検討していきます。 

 

７ 本計画の数値目標 

基本方針を踏まえ、第５次行財政健全化計画で目標に掲げられた人件費の削減を達

成するため、本計画期間における職員数は表１０のとおり、令和１２年度正規職員数

の目標値を３０８人、会計年度任用職員数の目標値を１４１人とします。ただし、定

年引上げの影響など、職員の年齢構成バランスも考慮する必要があるため、引き続き

中長期的な視点を持って計画的な採用を行っていきます。 
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表１０ 本計画の数値目標                     （単位：人） 

 

※ 退職者のうち、６０歳到達者の２割が定年前再任用短時間勤務の意向があると見込む。 

また、８割は定年まで勤務する意向があるとして見込み、定年退職後は暫定再任用職員

として勤務すると見込む。 

※ ６０歳未満の退職者については、令和２年度から令和６年度の実績値から平均した人数

（６人）を見込む。 

※ 会計年度任用職員数にはフルタイム勤務１名を含む。 

 

８ 本計画の見直し 

本計画の実施期間は、令和８年度から令和１２年度までの５か年とします。 

なお、計画期間内であっても社会情勢や本市の財政事情の急激な変化等により見直

しの必要が生じた場合は随時行います。 

 

９ 計画の公表 

 本計画の策定及び改訂後、速やかに「高萩市ホームページ」により公表します。 

R8 R9 R10 R11 R12

（計画） 312
（実数） 306

10 13 18 23 31

前年度末退職者数 7 14 7 14 7

0 4 0 6 0

0 3 0 0 0

60歳到達 3 1 1 2 1

60歳未満 4 6 6 6 6

13 12 7 12 7

（計画） 15
（実数） 10

0 1 2 3 4

10 9 7 10 6

（計画） 192
（実数） 148

会計年度任用職員数 149 147 147 141 141

13 10

定年前再任用職員

暫定再任用職員

9

新規採用予定者数

再任用職員数 10 10

普
通
退
職

312 310

定年退職

任期満了

310 308 308

うち定年延長者数

職員数

区分　　　　　　　　年度 R7


